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らを用いて 1944 年から 1947 年までを対象として新聞の発行状況を整理することから
出発し、そこから新聞と政治政党の関係についての指摘を加えたい。
　まずは戦前 1939 年 8 月における新聞の状況を簡単に確認し、解放直後のジャーナ
リズムの特徴を説明する。そして 1944 年 12 月時点での新聞の状況を戦前のそれと比
較し、二つの時代の間で何が変わったのかを分析する。統計上、日刊紙は情報紙と政
治紙とに分類されるが、総部数において両者がそれぞれ占める割合の変化に加えて、








二次世界大戦の直前 1939 年 8 月時点でのものである。第二に統計に利用された新聞
は少なくとも 2 万部以上の印刷部数を超える日刊紙であり、それ以下のものは含まれ












3　Jean Mottin, op. cit., pp. 22-23.




　1939 年 8 月時点において新聞に関する具体的な数字に目を移すと、情報紙は 22 紙、















の新聞『ス・ソワール（Ce Soir）』である。『ス・ソワール』は 1939 年、独ソ不可侵
条約の直後に発行を禁止されたが、1944 年 9 月末、作家のルイ・アラゴンを編集長
に据え、再発行に至った。三つ目はドイツ軍の南部地域侵入直後に活動を停止した
『ル・フィガロ（Le Figaro）』で、1944 年 8 月 24 日にピエール・ブリッソンは再発
行の許可を得る。その他、社会党（社会主義労働者インターナショナル・フランス支
部、通称 SFIO、以下、社会党と表記）の機関紙『ル・ポピュレール・ド・パリ（Le 
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　最後にパリ解放とほとんど同時の 8 月 22 日に創刊された日刊紙として『ル・パリ








たのは、多様性の確保を目指した「1944 年 8 月 26 日オルドナンス」に加え、とりわけ、
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2009.




















9　Noël Jacquemart, « Quatre ans d’histoire de la presse française, 1944-1947 », L’Écho de la 
presse et de la publicité, numéro spécial, 1948, p. 8.
10　Jean Mottin, op. cit., p. 32.
11　以下に基づいて作成。Ibid., pp. 23-25, pp. 33-36. ジャーナリズム史を専門とするマルク・マルタ
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292. なお、UDSR（Union démocratique et socialiste de la Résistance）はレジスタンス民主社
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1 は 1944 年 12 月時点での新聞の状況を表したものであるが、それについて次節で考
察を加えることにする。
二．解放後における新聞の変容
　1939 年 8 月と 1944 年 12 月、すなわち戦前と解放後の新聞の発行状況に関して、
いくつかの変化を指摘しておきたい。第一は上述のように情報紙の激減を挙げること
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とで 1945 年 2 月に発行が許可されたのである 15。もう一つは解放時に『ル・プティ・
プロヴァンサル（Le Petit Provençal）』を『ル・プロヴァンサル』に変更して占有し、
マルセイユの一大新聞に成長させたガストン・ドフェールのような人物の立ち位置そ










14　Marc Martin, op. cit., p. 282.
15　Ibid., p. 280-281.
















結局、事前検閲制度には批判者が多く、1947 年 3 月に廃止されることになる。しか
しながら、モッタンによれば、当時の批判ほどに事前検閲の濫用があったわけでもな
く、また、恣意的な判断が新聞界を覆うこともなかったとしている 19。
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上日雄・鈴木 博訳）、サイマル出版会、1968 年）.
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　以上のごとく、1944 年 12 月以降、新聞に変化をもたらした諸要因を考慮して、
1947 年 3 月の新聞がいかなる状況にあったのかを確認していきたい。




20　以下に基づいて作成。Jean Mottin, op. cit., pp. 42-46. 表 1 と同様、表 2 においても印刷部数が 2
万部以上の日刊紙を対象とした数字である。
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レジスタンス系の新聞は、1944 年 12 月時点でパリに 1 紙、地方に 17 紙あったが、
1947 年 3 月までに廃刊したのは 3 紙のみである。もう一つは総部数のなかで情報紙
の占める割合が 4 倍近くも増加したことである。種類をとってみても、1944 年 12 月
に 14 紙あった情報紙は、1947 年 3 月には 51 紙に増えた。情報紙の種類の増加が総
部数のそれにつながったとみてよいだろう。
　さて、政治紙に関していうと、1944 年 12 月から 1947 年 3 月にかけて総部数に占






　共産党系の情報紙は 7 種類、総部数 92.6 万部、社会党系は 16 種類、137.7 万部、




運動系の新聞と中道及び右派系の新聞がそうである。前者は 22 種類、202.6 万部であ
るが、『ス・マタン（Ce Matin）』、『ル・フィガロ』などは情報紙として見做すこと
ができる。後者は 22 種類、134.9 万部で、『パリ・プレス』を情報紙に入れることが
可能であろう。モッタンによれば、党派性を持たず、政治的自立を果たしているとさ
れる情報紙はパリの 3 紙（『ル・モンド』、『フランス・ソワール』、『ル・パリジャン・
リベレ』）と地方紙 14 紙で、総部数のうち 20%ほどしか占めていない 22。情報紙のな
かに党派性を有する新聞があり、また政治紙のなかに情報紙とされる新聞があり、表
2 の数字はかなりの程度、曖昧であるといわざるを得ない。ただ、これはモッタンに











　ところで、1944 年 12 月から 1947 年 3 月までに新聞に関する様々な法律やオル
ドナンスが発布されたが、なかでも情報省大臣ガストン・ドフェールが中心となっ
て作成された「1946 年 5 月 11 日法」について言及しておきたい。その内容は主に
接収財産の国家への移転、移転した財産の全国新聞社協会（Société nationale des 














フェールによって、SFIO 指導委員会の一員ジャン・ピエール = ブロックが会長職に
任命され、5 年間の任期を果たすように要請される。MRP に関しては対独協力新聞
の訴訟に影響力を及ぼし得る司法省大臣を占めたが、不安定であり、人民左派連合










23　Marc Martin, op. cit., pp. 292-293.









1947 年 3 月にかけて新聞がいかなる変遷を遂げたのかを確認してきた。その変化を
要約すれば次のようになるだろう。第一に戦前に総部数の大部分を占めたのは情報紙
であったが、解放後 1944 年末にはそれが激減し、そこから 1947 年 3 月には大幅に増
加したことである。第二にこうした情報紙の変化に伴い、政治紙は逆の変遷を遂げた
ことを強調する必要がある。1944 年 12 月にはきわめて多くの割合を政治紙が占めた






　こうした統計的な分析と並んで、事前検閲制度や「1946 年 5 月 11 日法」に関する
動きも重要である。たしかに事前検閲制度が新聞の統計にどれほど影響を与えたのか
は定かではない。「1946 年 5 月 11 日法」についても同様である。しかし両者に共通
するのは、個人や集団の利害に沿ってそれらが運用されることがあったことである。
それを受けて事前検閲制度については早い段階で廃止されるに至った。問題は「1946









24　Jean Schwœbel, op. cit., pp. 161-162.
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